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学 位 論 文 の 要 旨

ABMに よるマク ロ経済基本挙動再現の為のモデル構造 に関す る研究

近年,エージェン トベースモデ リング仏gent‐Based Modeling以下ABM)に よるアプローチが

社会科学の分野において進展 し注目を集めている。このアプローチの特徴は,社 会を構成 してい

る意思決定主体をエージェン トとしてモデル化 し,そ れらエージェン トの行動ルールとその相由1

作用によって構成される実システムと1司じ原理で動作する人工社会モデルをコンピュータ |とに

再現し,ボ トムアップに社会のマクロな創発現象を説明しようとする点にある。

ABMに よる社会研究において,問 題とする社会現象にとつて最も本質的なメカニズムを明ら

かにするためには,モ デルは 「KISS原 理」に基づきできるだけシンプルであることが必要とさ

れている。一方,モ デルには,問 題とするマクロ現象が再現されるためにZ、要な全ての要因が考

慮されていなければならない。すなわち,ABMア プローチでは,対 象とするマクロFyL象に関わ

る意思決定主体の行動ルールのみを仮定した人工社会モデルをコンピュータ上に構築するが,こ

の人工社会が実システムと同じ原理で動作して着日するマクロ現象が創発されるようにするた

めには,人 工社会モデルを構成する意思決定主体の種類やその行動ルール,す なわちモデル構造

が実システムを模擬 したものであることが極めて重要であり,モ デル構造が実システムと類似で

あれば実システムと類似のマクロ現象が人工社会において創発されると考えられる。着目するマ

クロ現象が創発されるようにするための〕芝、要十分なモデル構造を明らかにすることは, ・つの

要因のみを変更するコン トロールされた計算機実験を繰 り返すことにより実現することが可能

であり,そ の結果として着日するマクロ現象が実システムにおいて点」発されるメカニズムを明ら

かにすることが可能と考えられる.

多くの社会現象は経済と密接に関係 しているため,ABMの マクロ経済システムヘの応用は極

めて重要な研究分野と考えられ,我 が国内での研究例は限られているせ)のと,世 界的には,経 済
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成長,景 気循環)銀 行の役割,金 融政策の効果,貧 富の差,な どマクロ経済に関わる多くの研究

がなされている.こ れ らの研究の多 くではマクロ経済現象の創発挙動などが解析 されているが,

モデルの構造はそれぞれ異なってお り,問 題 とするマクロ現象を再現するために必要十分なモデ

ル構造に関わる仮定が何であるかについては,殆 ど述べ られていない。すなわち,マ クロ経済シ

ステムに関わるABMア プローチにおいて,マ クロな現象を再現するモデルの構造について老、要

十分な条件を明 らかに しようとする視点か らの研究は殆 ど見 られない.

そこで,本 研究はマクロ現象再現の為にモデルが具備すべきエージェン トや行動等のモデル構

造を明 らかにするとい う着眼点から,エ ビデンスペース ・分析的アプローチによる政策検討を行

うことの何r能な人工経済モデルの構築を念頭に,マ クロ経済現象の基本挙動を再現できるベース

モデルの開発を行った。

また,モ デル開発にあたつては,実 体経済システムの基本的な経済活動 として製品財市場を中

心 とした経済の基本挙動,政 府の徴税 ・支出 と製品財市場の相互作用,及 び製品財市場 と株式市

場の相互作用に着 日し,こ れ らのマクロ経済の基本挙動再現のためのモデル条件の実験的解明及

び,個 々のマクロ現象の創発に関わるメカニズム解明を並行 して実施 した。

その結果,消 費者,生 産者,銀 行,政 府,製 r『l財市場ゃ及び株式市場からなるマクロ経済の基

本挙動を再現できるベースモデルを構築 し,マ クロ現象再現の為のモデル条件 とマクロ現象創発

のメカニズムについて明らかに した.

製品財市場を中心とした経済の基本挙弱Jでは,1‖i格均役Fの内生的な再現,サ プライチェーン,

資金循環,設 備投資による長期的な生産丑の調イ“杵のマ ク十」現象がベースモデルによつて再現で

きること,及 びそのモデル構造を明らかにした.ま た,設 備投資に起|ス|して,銀 行借入による市

場への資金流人と設備投資の 一巡による倍人i区済による市場からの資金流Hlによつて GDPが 周

期的に変動する拳動が創発されることを示し,景 気循環>卜動の重要な要因の 一つであることがわ

かった,

政府の徴税 ・支出機能と製品財市場の相互作用では,政 府の支出に限つた効率度に着日し,

GDPに 及ぼす所得税,及 び法人税の減税乗数の傾向を本モデルによつて再現できることを示し

た。また,減 税の乗数効果を再現するためには,政 府支出の非効率性,及 び企業の利益剰余を設

備投資や労働分配によつて市場に還元するモデル構造が必要不可欠であることを明らかにした。

この GDPに 及ぼす減税のメカニズム解明の 一環として,経 済連開表をモ)とに減税の乗数式を導

出し,乗 数式の傾向がシミュレーションの結果と一致することを示すと共に,財 政均衡条件の下

で減税乗数は民間の消費性向と政府支出の効率度の差によつて表わすことができ,政 府より民間

効率性が高い場合に減税は GDPを 増加させることがわかった。

製品財市場と株式市場の相互作用では,設 備投資の為の資金調達手段を株式市場からの調達の

みで行うと GDPの 同期的変動が生じなくなることを示 し,銀 行から市場への資金の流出入が循

環挙動の重要な要因であることを裏付けることを明らかにした。また,製 品財市場の需要に応 じ

て生産者が設備投資を行 う際に株式市場から資金調達をすることで,一 時的に株式の供給過廉1が

生じ,GDPと 物価が連動する一方で GDP・ 物価と株価が連動 しない現象を再現 した.

以 上の結果から,本 研究では,膨 大かつ複雑なマクロ経済システム全体から,実 体経済の基本

となる製品財市場の取引,政 府機能に関わる取引,英 体経済と株式市場の相互作用等の 一部分に

限定された範囲において,マ クロ経済の基本的挙動を再現できるべfス モデルを構築 し,か つマ

クロ現象を再現するためのモデル条件及びマクロ現象創発に関わるメカニズムを明らかにした,
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審 査 結 果 の 要 旨

エージェントベースモデジング (以下ABM)は 実システムと類似の原理で動作す

るボ トムアップ型の人工社会システムモデルであり複雑系システムを取り扱 うこ

とが可能なアプローチとして注目を集めている。しかしながらこれまでの研究では

複雑系としてのシステム挙動に焦点を当てた研究が多く、創発されるマクロ現象ご

とに、それを再現するための必要十分なモデル構造は殆ど明らかにされていなかつ

た。また我が国に限ればABMの マクロ経済システムのへ応用研究自体殆ど見られ

ない。本研究はマクロ経済の基本挙動を再現するためのモデル条件を、再現すべき

主要なマクロ現象ごとに明らかにしたもので、極めて新規性が高く、かつABMに

よる社会問題解決の方法の道筋をつけた意義深い研究といえる。

第 1章 は序論であり、本研究の背景として、既存アプローチの限界及びABMの

妥当性と意義、先行研究、本研究の目的について述べている。ABMの 妥当性に関

しては、定性的にマクロ現象が再現されるために必要十分な条件はモデル構造が実

システムを模擬していることを指摘 し、本研究の新規性と意義について述べてい

る。

第 2章 では、第3章 から第 5章 で明らかにしている主要なマクロ現象ごとに、そ

の再現のために具備すべき必要十分はモデル条件をまとめて示すとともに、消費

者、生産者、銀行、及び政府からなる人工経済システムモデルの詳細を、ODDプ

ロトコルを含めて、示している。

第 3章 では、製品財市場における、価格均衡、サプライチェーン、資金循環、景

気循環等のマクロ現象が、第 2章 で示したモデル条件によって、定性的に再現でき

ることを示している。また GDPと 資金循環に及ぼす設備投資と銀行借入の影響に

ついて解析 し、景気循環の基本メカニズムを明らかにしている。

第4章 では、政府の徴税機能、及び製品財市場における支出機能に焦点を当て、

政府による所得再分配機能がモデルで再現されることを示すと共に、所得税減税お

よび法人税減税の乗数を再現するために必要不可欠なモデル構造を明らかにして

いる。更に、政府支出の効率性を全支出額に対する市場価格での購買額の比で定義

した上で、資金の流れの均衡条件から減税乗数を表す理論式を導出し、減税乗数に

及ぼす諸条件の影響がモデル解析結果と一致することを示すと共に、減税乗数は民

間支出と政府支出の効率性の差に集約されることを明らかにしている。

第 5章 では、製品財市場と株式市場が存在する人工経済システムにおいて、両市

場間の相互作用に及ぼす資金調達手段の影響について解析し、新株発行による資金

調達条件下でも、両市場及びエージェント間を資金が正常に循環することを示すと

共に、GDP、 物価、株価に及ぼす資金調達手段の影響およびそのメカニズムを明

らかにしている。

第 6章 では本研究の成果を総括し、今後の課題を述べている。本研究では、製品

財市場を中心としたマクロ経済の極めて基本的と考えられる機能を内包したモデ

ルを構築し、それらのマクロ経済現象を再現するための必要不可欠なモデル条件を
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明らかにしている。また今後の課題として、政府 ・中央銀行による金融政策、国際

取引、製品財市場および金融市場の機能の多様化を内包したモデルヘの拡張の必要

性を指摘 している。

以上のように、本論文はマクロ経済の基本挙動を再現するための必要不可欠なモ

デル条件を明らかにすると共に、それらの機能を実装したモデルを構築し、更にそ

れらのマクロ経済現象の創発メカニズムを明らかにしている独創性の高い論文で

あり、かつその実用的価値は極めて高い。本研究を今後更に発展させることにより、
一国の経済政策や企業の経営戦略の有効性などの検討にも適用可能なABMモ デル

の実現も近い将来可能となることが期待され、本研究はその先駆的な研究と位置づ

けられる。

以上のことから、学位申請者の高島幸成は、博士 (工学)の 学位を得る資格があ

ると認める。

以下余白
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